
             
■指導行政のポイント 

 

                                      

 東京都教育委員会は，新しい人事考課制度の導入
に続いて，今度は学校運営組織の改革に乗り出した。 

 

 主任制の見直しは，教育行政上の懸案である。平
成 10 年に，中央教育審議会が地方教育制度のあり
方について答申を出した。その答申のなかで，学校

の自主性・自律性の確立のために，学校運営組織の
見直しを行う必要があると指摘し，職員会議と主任
制のあり方の見直しを提言した。 

 このうち，職員会議については，平成 12 年に学
校教育法施行規則の一部が改正され，その法制化が
実現した。しかし，主任制についてはまだ見直しが

されていない。そこを，都教委が国に先んじて取り
上げたわけだ。 
 さる 10月 25 日，都教委は「主任制度に関する検

討委員会」の中間まとめを公表した。それによると，
こんな提案をしている。 
① 各学校に，新たに「主幹」を置く。主幹は，担 

当する校務に関する事項について，教頭を補佐し，
教諭等を指導・監督する。 

② 主幹には，教諭を充てる。主幹の選考・配置な 

どの任用管理は，都教委が行う。 
③ 主幹には，職責に応じた処遇をする。処遇は手 
当でなく給与として支払う（給料表に特２級設け

る）。 
 

 この提案から明らかなように，各学校に置かれる

「主幹」は中間管理職として位置づけられている。
これが実現すれば，現行の学校運営組織に大きな改
革をもたらすだろう。 

 周知のように，現行の主任制は中間管理職ではな
いと性格づけられている。主任の職務について，学

校教育法施行規則は，「連絡調整及び指導，助言に
当たる」（22 条の２ほか）と規定し，事務次官通達
は「主任等は，いずれも中間管理職ではない」と示

している。 
 このように，主任制が中間管理職でないと性格づ
けられたのには経緯がある。もともと中教審の四六

答申（昭和 46 年）は，中間管理職としての主任の
制度化を提言していた。 
 それを実施する段になって，当時，三木内閣のも

とで学者文相として話題となった永井道雄文部大臣
の強い意向により，「主任制は管理職ではなく，指
導職である」と性格づけられたわけである。 

 
 いまさらグチを言っても始まらないが，あのとき，
別の大臣のもとで，主任の制度化が行われていたら

どうなったかと思う。おそらく一時的には紛糾した
だろうが，もっと学校運営組織として機能する制度
となったのではないか。 

 ところで，主任制は，国の法令として決められて
いるので，主任の性格を変更するには，法制上の手
当てが必要となる。 

 この点，東京都の案では，教育委員会の固有の権
限である学校の組織編成権に基づき，まず主幹職を
設け，その主幹に主任を兼務させる方法をとってい

るので，現行の法令のままでも特に問題はないもの
と考えられる。しかし，いずれ主任制そのもののあ
り方を見直す必要があるのではないか。 

  （ひしむら・ゆきひこ＝国立教育政策研究所名誉所員） 
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